
                                                                       

2026 年 11 月 5 日 
各  位 

会 社 名  豊 ト ラ ス テ ィ 証 券 株 式 会 社 
代表者名  代 表 取 締 役 社 長 安 成 政 文 

(コ ー ド 番 号 ： 8 7 4 7、 東 証 ス タ ン ダ ー ド 市 場 ) 
問合せ先  専務取締役管理本部長 多々良 孝 之 

(T E L . 0 3 － 3 6 6 7 － 5 2 1 1) 

 

2027 年３月期第 2 四半期（中間期）の連結及び個別業績見通しに関するお知らせ 

 

2027 年３月期第 2 四半期（中間期）の連結及び個別業績につきましては現在集計中ですが、決算の概要が

まとまりましたので速報値としてお知らせいたしますとともに、前年同期実績と比較して差異が生じる見込み

ですので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
１．2027 年３月期第２四半期（中間期）の業績速報値及び業績の差異(2026 年４月１日～2026 年 9 月 30 日) 
 
（1）連結              (単位：百万円) 

 営 業 収 益 純営業収益 営 業 利 益 経 常 利 益 
親会社株主に帰属する 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

2027 年３月期中間期（速報値）  
(A) 

3,230 3,220 605 666 638 

2026 年３月期中間期（実 績） 
(B) 

4,643 4,633 1,928 1,981 1,469 

増 減 額 (A-B) △1,413 △1,413 △1,322 △1,314 △831 

増 減 率 ( ％ ) △30.4 △30.5 △68.6 △66.4 △56.6 

(参考 ) 2026 年３月期実績 12,991 12,969 6,284 6,368 4,424 

 
 

 

（2）個別              (単位：百万円) 

 営 業 収 益 純営業収益 営 業 利 益 経 常 利 益 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

2027 年３月期中間期（速報値） 
(A) 

3,293 3,283 664 727 662 

2026 年３月期中間期（実 績） 
(B) 

4,646 4,636 1,929 1,995 1,468 

増 減 額 (A-B) △1,352 △1,353 △1,265 △1,267 △806 

増 減 率 ( ％ ) △29.1 △29.2 △65.6 △63.5 △54.9 

(参考 ) 2026 年３月期実績 12,947 12,925 6,237 6,339 4,405 

 
 

 

 

 

 

 



２．差異が生じた理由 

（1）連結業績見込み 

当中間連結会計期間における我が国経済は、ＡＩ・半導体関連の需要拡大を背景に機械工業や非鉄金属など
の関連業種で景況感が改善したものの、燃料費や人件費などのコスト増加が重石となり小売や宿泊・飲食サー
ビスなどで景況感が悪化し、９月の日銀短観で発表された業況判断指数（ＤＩ）は大企業・製造業においては
前回調査から上昇した一方、大企業・非製造業では低下するなど、景気は一部で足踏みがみられております。
先行きの経済は、中東危機の再燃を受けて原油価格が当面高止まりすることが重石となるものの、省人化など
に向けた根強い投資需要や政府による投資支援策を追い風に設備投資が持ち直すほか、世界的なＡＩ関連需要
の高まりが輸出を下支えし、景気は緩やかな回復基調に復することが見込まれ、個人消費については原油高が
物価上昇圧力となるものの、政府による家計支援策がその影響を一定程度緩和するとともに、高率の賃上げが
続くなかで実質賃金がプラス圏で推移し良好な所得環境が続くことから、底堅く推移する見通しであります。 
米国では、米国供給管理協会（ＩＳＭ）景況感指数が製造業・非製造業ともに好・不況の節目を上回って推

移するなど企業の景況感は良好であり、旺盛なＡＩ需要を背景としたコンピュータ・電子製品の増産により鉱
工業生産も持ち直しており、個人消費もオンラインセールの前倒しに伴う一時的な財消費の減少がみられたも
のの、こうした特殊要因を除けば増勢を維持しており、緩やかな増加基調にあります。中国では、買い替え 
補助金の効果のはく落やガソリン価格の高騰により消費者マインドが悪化し、小売売上高が伸び悩んでいるほ
か、固定資産投資も減少が続いており、外需はＩＴ関連財や自動車を中心に輸出が高い伸びを維持しているも
のの、原油や半導体などの価格上昇の影響も大きく、実質ベースでは内需の減速を補うには至らず、景気は足
踏みしております。先行きは、米国においては、旺盛なＡＩ需要を背景とした設備投資の増加に加え、株高に
伴う資産効果が高所得層を中心に消費をけん引するほか、家計の所得環境の改善も景気を下支えすることによ
り、景気は緩やかな拡大基調を維持する見通しであります。中国においては、ハイテク分野やインフラへの投
資に持ち直しが見込まれるものの、不動産不況や過剰生産能力といった構造的な下押し要因により投資は総じ
て低調に推移し、消費者マインドの低迷を受けて消費も振るわず、景気は内需を中心に停滞が続く見通しであ
ります。 
 
このような環境のもとで、当社グループの当中間連結会計期間の商品デリバティブ取引の総売買高 346 千枚

(前年同期比 42.6％減)及び金融商品取引の総売買高 1,281千枚(前年同期比 39.8％増)となり、受入手数料 3,061
百万円(前年同期比 32.2％減)、トレーディング損益 80 百万円の損失(前年同期は 83 百万円の利益)となりまし
た。 
以上の結果、当中間連結会計期間の業績は営業収益 3,230 百万円(前年同期比 30.4％減)、純営業収益 3,220

百万円(前年同期比 30.5％減)、経常利益 666 百万円(前年同期比 66.4％減)、親会社株主に帰属する中間純利益
638 百万円(前年同期比 56.6％減)を計上する見込みであります。 
  

（2）個別業績見込み 

個別業績の対比につきましては、営業収益 3,293 百万円(前年同期比△29.1％減)、純営業収益 3,283 百万円
(前年同期比△29.2％減)、経常利益 727 百万円(前年同期比△63.5％減)、中間純利益 662 百万円(前年同期比△
54.9％減)を計上する見込みであります。 
 

                                               以 上 


